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研究成果の概要（和文）：小学校児童と教員の防災教育に関する調査結果では、防災教育の実施頻度が不十分で
あることや教員の自信の欠如が浮かび上がった。地震が主な対象であり、地域住民の参加や科目横断的な防災教
育の展開が求められている。また、災害伝承記録の調査結果では、地震や津波、水害に関する記録が多く、地域
の防災教育に活用できることが分かった。これらの結果に基づき、デジタルマップ上に災害伝承記録をプロット
する教材が開発され、使いやすさやアクティブラーニングに期待が寄せられている。今後は使用結果と要望を反
映させながら教材を改良し、セキュリティ上の課題にも取り組む予定である。

研究成果の概要（英文）：The survey results regarding disaster education for elementary school 
students and teachers revealed insufficient frequency of disaster education implementation and a 
lack of confidence among teachers. Earthquakes were the main focus, and the participation of local 
residents and cross-curricular disaster education were sought after. Additionally, the survey 
results of disaster heritage records showed a significant number of records related to earthquakes, 
tsunamis, and floods, indicating their potential for utilization in local disaster education. Based 
on these findings, a teaching material that plots disaster heritage records on a digital map has 
been developed, with expectations for user-friendliness and active learning. Moving forward, the 
teaching material will be improved based on user feedback and requirements, while addressing 
security issues.

研究分野： 安全教育
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今まで小学校の児童や教員の災害に関する基礎知識の保有状況や、防災教育の実情についての大規模な調査は行
われておらず、この実態を調査し、地域特性などを比較することで、児童に何を教えるべきかや教員が指導すべ
き内容を検証することができ、初等教育における防災教材の開発において貴重なデータが得られた。
また、本研究で開発した教材は、伝承記録に記載された場所や設置された場所を電子地図上に登録し、それを蓄
積することができる発展型の教材システムで、教材を全国的に展開し、児童の学習意欲を維持・高揚させること
が可能となる。この教材をプラットフォームとして、全国の伝承記録をテーマにした教材が集積されていくこと
になる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
現在の防災教育は災害に遭遇した際の行動に

ついてのみ教えることが多く、災害の基礎知識に
ついて学習できる環境は大変少ない。しかし、被
災時の緊迫した状況下では正確な状況判断の基
準となる災害の基礎知識が重要となる。また、近
年頻発している巨大災害においては、過去発生し
ていた災害の伝承記録によって、地域の特徴や災
害の歴史を学び、それを継承することの重要性の
認識が高まっているが、多くの伝承記録について
は、どのような災害・被害であったのかなど、地
域住民でさえあまり知らない場合も多く、伝承記
録が埋没し、先人が災害についての教訓を残した
貴重な防災教材とも言える災害の伝承記録が、防
災教育の教材として、あまり活用されていのが現
状である。 
そこで、本研究では、まず小学校児童が有して

いる自然災害に対する基礎知識の実態把握を行った上で、防災教育上、欠落している部分を補う
ための教材開発を試みることとした。自分たちが住んでいる地域の自然災害に関する伝承記録
を題材にし、地域の特徴や災害の歴史を学びつつ、それに関する災害の基礎知識を学習できる、
伝承記録を題材にした学校と地域の連携・協働の強化に繋がる教材で、かつ児童自ら伝承記録を
登録し、それを公開することで他の学校の教材にもなり得るような発展的アクティブラーニン
グ型 e-learning 教材の開発を目指した。さらには、海外の災害事例についても調査し、海外の
伝承記録についても網羅することで、児童にグローバル教育を行う上での基礎資料として使え
るようにするほか、代表的な教材を英訳することで、海外の小学校において日本の防災教育を使
用できるようにし、日本の防災教育の海外展開を目指すものとした。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、小学校児童の自然災害に関する知識の実態把握を行うとともに、地域で埋もれて
いる自然災害に関する種々の伝承（民話、言い伝え、伝説など）を調査し、それらを基にした、
学校児童・生徒のアクティブラーニングのための防災教育 e-learning 教材開発の可能性を探る
ことを目的とした。学校児童は災害発生後の行動を学ぶ機会は多いが、自然災害そのものに対す
る基礎知識を学ぶ場はない。また、伝承記録の重要性の認識は高まっているものの、それを防災
教育の教材化とした事例はほとんどない。彼らが自ら興味深く、特に自分たちの住んでいる地域
における自然災害を学ぶ環境づくりを行うために、子どもたちが興味を示す伝承記録を題材に
した防災教材を開発し、実際に学校において実証実験を行うことで、教材化への可能性を探るこ
ととした。 
本研究によって期待される成果は下記のとおりである。 

1） 自然災害に対する小学校児童の知識の実態把握 
広域における国内小学校児童・教員の自然災害に対する基礎知識をどれだけ有しているのか

を明らかにし、その地域特性を把握することで、真に必要な防災教育教材の開発に繋げる。 
2） 自然災害に関する伝承記録の掘り起しと保存 
本研究により、教材を用いる小学校の地域に埋もれた伝承記録が掘り起こされて蓄積されて

いくことが期待され、それらの情報を電子化および電子地図化することで、後世に残せる防災教
材とすることが可能となる。 
3） 地域に根差した防災教育におけるアクティブラーニング教材の開発 
学校で調べた地域の伝承記録を題材とすることで、地域の特徴・歴史を確認できる地域に根差

した防災教育教材となり、児童自ら教材の拡充が可能なアクティブラーニング教材開発への貴
重な第一歩とする。 
4） 海外の伝承記録の教材化による教育のグローバル化 
海外の伝承記録を組み込むことで、教育のグローバル教材として用いることが可能となる。 

 
３．研究の方法 
1）小学校児童および教員の自然災害に関する基礎知識および防災教育の実態把握調査 
 本研究を遂行するにあたり、いくつかの小学校教員や教育委員会に調査依頼を行い、小学校児
童や教員の自然災害に関する基礎知識の保有調査を行った。また、教育現場における防災教育の
実情や要望についても聞き取り調査を行った。 
 この調査について、当初は教育委員会および小学校に依頼をし、協力が得られる学校において
アンケート調査を実施する予定であったが、調査依頼や要望調査を行う過程で、教員の実態把握

図 1 研究の概念 



調査は、全国の傾向を把握するためにも全国を対象として実施してほしい、との声が非常に多か
ったため、インターネットを用いた web アンケート調査を実施することとした。 
初等教育において求められる防災教育についての要望調査については、小学校教員や保護者

を対象として、初等教育における防災教育について、どのような教材を用いた授業が望ましいの
か、聞き取り調査を行った。 
 
2）伝承記録の掘り起こし調査 
 全国における自然災害に関する伝承記録を調べ、可能な限り、伝承記録に記載されている場所
について現地調査を実施し、資料収集を行った。伝承記録とは、民話、言い伝え、伝説などの広
義の意味での記録とし、できる限り地名が分かる地域由来のものを対象とした。現地調査におい
ては、伝承記録に記載されている場所の緯度・経度等も調べ、電子地図化できるようにするほか、
現地写真を撮影し、その写真は教材に掲載できるようにした。 
また、掘り起こされた伝承記録が、どの自然災害に関連したものかを調べ、カテゴリー化を行

った。この結果は、次年度からの教材開発において、本教材に最初から組み込まれる参考教材の
資料となる。 
 
3）教材の開発 
 1）および 2）の結果を基に、自然災害の基礎知識のうち、特に初等教育に必要なものと認め
られたものを中心に教材項目とし、自然災害の種類によってカテゴリー化された伝承記録とを
リンクさせた。 
 教材の開発は、伝承記録の現場ポイントを電子地図上にプロットする作業や、データの電子化
など可能な限り申請者らで行ったうえ、最終的にシステム開発業者に外注した。 
 
４．研究成果 
1）小学校児童および教員の自然災害に関する基礎知識および防災教育の実態把握調査結果 
 ここでは、教員を対象とした基
礎知識と実態把握調査の結果と、
今後の防災教育への要望調査結果
について述べる。まず、基礎知識と
実態学調査については、小学校だ
けではなく、全国の小・中・高校（高
専を含む）の教員から回答を得る
ことができた。校種別の内訳は、小
学校 34.1%、中学校 26.3%、高校・
高専 39.6%であった。 
防災教育（災害時避難訓練は除

く）の年間における実施頻度は、半
年に 1回程度が 45.8%と最も多く、
次いで年に 1回程度が 32.3%、2か
月に 1回程度が 10.5%であった。ま
ったく行っていない学校も 7.1%あ
った。また、災害時避難訓練の年間
実施頻度は、半年に 1 回程度が
50.3％と最も多く、次いで 1年に 1
回程度が 28.6%、次いで 2か月に 1
回程度が 14.9%と続き、月に 1 回
程度実施している学校は全体の
4.5%にとどまった。防災教育の重
要性が叫ばれている中、防災教育
や災害時避難訓練に十分な時間が
割けていない現状が浮かび上がっ
た（図 2 参照）。 
災害時避難訓練時に、地域住民

が参加するかどうかについては、
74.0%の学校で地域住民参加が実
施されておらず、1 年に 1 回程度
の参加を実施している学校も
20.8%となっており、災害時避難訓
練における地域との連携の困難さ
も見受けられた。 
防災教育で主に対象としている

自然災害は地震が 83.7%と圧倒的
に多く、次に津波が 6.7%、土砂災

図 3 防災教育における各災害項目の説明に関する自信度 

図 2 防災教育（災害時避難訓練は除く）の時間について 

（地図は都道府県別ではなく、地域別表示） 



害が 1.0%であった。東日本大震災、熊本地震と大地震が相次いで発生したことに加え、迫りく
る南海トラフ地震に対しての備えとして、地震が主な対象となっている状況が分かる。 
災害発生時の児童・生徒を自信を持って避難させることができるかどうかの問いには、あまり自
信がない、まったく自信がないと答えた教員が 24.6%、どちらとも言えないが 37.8%と合わせて
62.4%の教員が自信を持って児童・生徒を避難させることができないと考えていることが分かっ
た（図 3 参照）。 
自然災害についての 23 個の基礎知識に関する自信度は、地震に関しては約半数が自信を有し

ている傾向があるが、その他の自然災害に関してはその逆であり、知識の偏りが児童・生徒の避
難誘導に関しての自信にも影響していることも考えられる。 
 また、今後の防災教育への要望については、下記 3つについての要望が多く聞かれた。 

① 教科に準じた防災教育の展開 
② 地域に根差した防災教育 
③ カリキュラムマネジメントに沿った防災教育 
①については、防災教育を特別授業として、別途時間を取って実施することは、今の学校教育

において大変困難であり、このことは先に述べた web アンケート調査結果からも読み取ること
ができる。そのため、教育現場では、可能な限り教科の中で防災教育を扱い、効率的に児童に対
して日ごろから防災に対する興味や関心を抱かせるようにしたい、とのことであった。②につい
ては、児童たちが日ごろから生活し、馴染みのある地域の中で、過去発生した自然災害について
学ぶ機会を持ちたい、ということであり、地域の災害履歴を学ぶことで、防災を身近に感じ、主
体的に学ぶ姿勢を育成することができるだけではなく、地域について調べることで、地域に愛着
を持てるようにもなる。③については、現在、全国の学校において重要視されて、様々な取り組
みが行われているところであるが、教科横断的な内容で防災教育を具体的にどのように展開す
べきかについての悩みを抱いている教員が多いことが分かった。 
本研究で開発した教材は、地域の災害伝承記録を主体的に調べることができ、小学校における

生活科、社会科、道徳、理科などの科目横断的な内容を網羅可能な教材であり、これらの 3つの
要望に十分に応えることができるものである。 
 
2）伝承記録の掘り起こし調査結果 
 偏りがないように、なるべく全国における歴史災害を対象として災害伝承記録を調査した。そ
の結果、災害伝承記録として取り上げられている自然災害は、地震、津波、水害が多く、その内
容として、災害そのものを説明してあるもの、後世に教訓として残すためのもの、外観によって
津波や水害の高さを示すものなどが多くみられた。多くの犠牲者を出した自然災害の場合にお
いては、犠牲者の名前が刻まれており、鎮魂をしつつ、犠牲者の多さを示すことで、後世に語り
継ぐ意味合いが見て取れるものも多くみられた。それぞれ形や目的が異なっていても、どれも自
然災害の脅威と、その地に建てられた意味を感じることができ、教訓として地域の防災教育に大
きく活用できるものであった。 
 特に、外観によって水害の水位を示す災害伝承記録については、水害が発生した年によっては、
水害の規模や氾濫箇所の違い等により、高さが異なっており、それが最近発生した水害時におい
ては、地域住民の避難開始のタイミングに差を生じさせていることが分かり、自然災害は発生個
所などの地理的要因や、発生時期などの違いによって、被害が異なることを教えていく必要性も
感じた。 
 
3）教材の開発 
 1）、2）の結果を基に、各地域に残る各自然災害の災害伝承記録について、デジタルマップ上
にプロットし、写真やその内容についての説明を加えたプロトタイプの教材を開発することが
できた。この教材では、児童たちが自分たちで調べた災害伝承記録についての写真や説明をデジ
タルマップ上にプロットし、表示させることが可能で、加えて、要望があれば、他の学校等で同
様に調べた内容についても参照することが可能である。このプロトタイプ教材を基に、現在、防
災に関する各研修会などで教材の使い方の説明を実施し、分かりやすいマニュアルを作成しつ
つ、今後取り入れてほしい要望などについての調査を実施している。 
 研修会等で使用した人からは、使いやすさやアクティブラーニング教材として期待している
旨の感想をいただいたいる。今後は、実際に学校での防災教育教材として使用していただきなが
ら、可能な限り要望を取り入れていき、さらに使いやすい教材を目指していくつもりである。ま
た、調査結果の公開時におけるプライバシー上のセキュリティについての質問も受けており、今
後の課題として、公開することにあたり、どのような条件によって公開を決めていくのかなど、
セキュリティ上の課題についても検討を進めていき、より安心して使いやすい教材を m 座して
いきたい。 
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